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トルコ 通貨が史上最安値を更新、7月24日の会合で中銀の信任が問われる 
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■ 選挙後の閣僚人事、中銀人事制度に失望 

 6月24日の大統領選・総選挙でエルドアン氏（AKP）が

勝利しました（図2）。高インフレ時であっても利下げを

主張する同氏の経済運営を不安視する声もありました

が、むしろ政権交代による不透明感が嫌気されていたた

め、選挙後にトルコ・リラは上昇していました。 

 引き続き経済運営への不安が残るなかで、7月9日に新

政権により発表された閣僚人事や中銀人事制度は、強権

的な大統領の姿勢を改めて示すものとみなされ、期待を

裏切る結果となりました。同日、トルコ・リラは対ドル

で2.67%（対円で3.01%）と大幅下落しています。 

■ 重要ポストの財務相に大統領の娘婿を指名 

 今選挙から、トルコの政治体制は議院内閣制から大統

領制に移行し、首相・副首相の職が廃止となります。こ

れにより新たな財務相は、経済政策担当副首相が元々務

めていた国庫庁長官の役割も担うこととなりました。 

 この重要ポストに指名されたのは、大統領の娘婿に当

るアルバイラク氏です。同氏は、エネルギー天然資源相

の経験はあるものの、経済閣僚としての実力は未知数で

す。経済運営に不安がある大統領を、牽制する役割も求

められる同ポストに身内を指名したことが市場の不安感

を高めました。また他の閣僚メンバーにも、市場の信任

が厚いシムシェキ前副首相やババジャン元副首相は入閣

しておらず、引き続き経済運営に不安感が残ります。 

 ■ 中銀の独立性に不透明感が高まる 

 中銀人事制度では、総裁の任命権と任期に関する条文

がトルコ中央銀行法から削除されました。7月9日の同大

統領令により、中銀総裁の任免が恣意的に行われるとの

懸念が高まり、通貨は下落しています。翌10日に発表さ

れた新たな大統領令では、大統領が中銀総裁の任命権を

持ち（従来は内閣）、任期は4年（同5年）と具体化はさ

れたものの、従来より中銀の独立性が低下しているとの

印象は払拭できず、市場の反応は限定的となりました。 

 4月以降は大幅利上げ（図3）に動くなど通貨防衛が行

われていますが、7月24日の金融政策決定会合では利下げ

の可能性に注意が必要です。エルドアン大統領は7月11日

に金利および米ドルの下落に必要な行動を起こすと発言

し、トルコ・リラは史上最安値を更新しています。今後

も予断を許さない状況が続く見込みです。（永峯） 

【図1】 トルコ・リラは史上最安値を更新中 

【図2】 連立与党は議席数は減らすも過半数を維持 

トルコ 総選挙の結果 

注）合計のカッコ内は総議席数の半数。 

出所）各種報道より当社経済調査室作成 

【図3】通貨防衛の利上げが行われるが 

政府から利下げ圧力が強まる可能性も 

トルコ 政策金利と銀行間金利 

注）直近値は7月11日。 

翌日物銀行間金利は市中銀行が実際に調達した金利で、中銀の政策金利（後期流動性貸出金
利、1週間物レポ金利など）でどの金利が市場調整に使われている金利かの判断材料になる。 

                     出所）Bloombergより当社経済調査室作成   

トルコ･リラ（対米ドル） 

注）直近値は2018年7月11日。 

出所）Bloombergより当社経済調査室作成 
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